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南
海
ト
ラ
フ
地
震
、
首
都
直
下
地
震
が
十
年
以
内
に
三
十
％
程
度
、
三
十
年
以
内
に
七
十
％
程
度
の
確
率
で
発
生
す
る
と
予

想
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
被
害
額
は
東
日
本
大
震
災
の
約
十
六
・
九
兆
円
を
大
幅
に
上
回
る
た
め
、
政
府
の
復
興
関
連
支
出
は
東

日
本
大
震
災
の
約
三
十
二
・
九
兆
円
（
平
成
二
十
三
年
度
～
令
和
七
年
度
）
の
数
倍
に
も
及
ぶ
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。
一
方
で

東
日
本
大
震
災
発
生
時
の
二
〇
一
〇
年
度
末
の
政
府
の
債
務
残
高
は
五
百
九
十
四
兆
円
（
特
例
公
債
残
高
三
百
五
十
六
兆
円
、

建
設
国
債
残
高
二
百
三
十
八
兆
円
）
に
対
し
て
、
二
〇
二
一
年
度
末
に
お
い
て
は
九
百
九
十
兆
円
（
特
例
公
債
残
高
七
百
兆

円
、
建
設
国
債
残
高
二
百
八
十
五
兆
円
、
復
興
債
残
高
六
兆
円
）
の
見
込
み
で
あ
り
、
債
務
残
高
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
は
二
〇
一
〇

年
二
百
五
・
七
％
に
対
し
て
、
二
〇
二
一
年
二
百
五
十
六
・
九
％
と
大
幅
に
悪
化
し
て
い
る
。
ま
た
日
本
国
債
の
格
付
は
二
〇

一
〇
年
時
点
で
ム
ー
デ
ィ
ー
ズ
が
Ａ
ａ
２
、
Ｓ
＆
Ｐ
が
Ａ
Ａ
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
二
〇
二
二
年
二
月
末
時
点
で
は
各
々
Ａ

１
、
Ａ
＋
と
二
段
階
落
ち
て
お
り
、
資
金
調
達
能
力
は
低
下
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
。
そ
こ
で
、
次
の
と
お
り
質
問
す
る
。 

一 

予
想
さ
れ
て
い
る
大
規
模
地
震
が
発
生
し
た
場
合
、
政
府
が
想
定
し
て
い
る
復
興
事
業
費
の
調
達
方
法
を
答
え
ら
れ
た

い
。 

二 

大
規
模
地
震
が
発
生
し
経
済
の
フ
ァ
ン
ダ
メ
ン
タ
ル
ズ
や
国
の
財
政
状
態
が
悪
化
す
る
こ
と
で
日
本
国
債
の
格
付
け
が
低



 

２ 

 

下
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
が
、
国
債
の
金
利
が
大
幅
に
上
昇
し
た
場
合
、
利
払
費
の
増
加
等
が
国
の
財
政
に
与
え
る
影
響

に
つ
い
て
答
え
ら
れ
た
い
。 

三 

東
日
本
大
震
災
の
復
興
事
業
費
の
財
源
確
保
の
た
め
に
二
〇
三
七
年
ま
で
の
二
十
五
年
に
わ
た
る
長
期
の
復
興
特
別
所
得

税
等
が
創
設
さ
れ
た
が
、
今
後
の
生
産
年
齢
人
口
の
大
幅
な
減
少
に
鑑
み
、
大
規
模
地
震
が
発
生
し
た
後
に
財
源
を
確
保
す

る
だ
け
で
な
く
、
事
前
に
基
金
等
を
積
み
立
て
る
な
ど
の
準
備
を
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
と
考
え
る
が
、
政
府
の
見
解
を
求

め
る
。 

 

右
質
問
す
る
。 


